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「アメリカ・ファースト時代における台湾防衛の意義構築」 
(日米同盟研究会コメンタリーNo.76） 
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第二次トランプ政権の発足から九か月が経ち、アメリカを取り巻く国際情勢は、①ウクライナ戦

争の停戦交渉、②中東・ガザ紛争の終結交渉、③友好国・競争国を問わずに行われる関税交渉とい

う三つのアジェンダを軸に展開してきた。台湾防衛に関する議論も米中間の「関税戦争」の文脈で

語られるようになり、トランプ政権が台湾を対中交渉の取引材料として扱っているのではないかと

いう懸念が広がる。実際、トランプ政権が中国との貿易協定や首脳会談の実現を優先するあまり、

今年の夏に予定されていた台湾の頼清徳総統による南米諸国訪問では、従来のようにアメリカを経

由することへの承認が下りなかった1。またトランプ大統領が台湾への 4 億ドル超の軍事支援を拒

否したことも報じられた2。10 月末に予定される米中会談を前に、トランプ大統領がさらに台湾防

衛に関して譲歩と受け取られる発言を行うのではないか―例えばアメリカは台湾独立を「支持しな

い」という従来の文言ではなく台湾独立に「反対する」と述べるのではないか―との警戒感が高ま

っている3。一方、政策決定過程の透明性が極めて低い第二次トランプ政権の内情は、公の情報から

は掴みきれないのが現状でもある。 

そんななか、「慣例に逆らう大統領」の登場をむしろ好機と捉え、アメリカの台湾関与を弱めるべ

きだと主張して注目を集めた論考がある。9月 15日付ニューヨーク・タイムズ紙に掲載された、デ

ィフェンス・プライオリティーズ上級研究員ジェニファー・カヴァナ（Jennifer Kevanagh）氏による

オピニオン記事で、政策コミュニティや学界を含むアジア・中国専門家の間で、批判も含め反響が

大きかった4。カヴァナ氏は、アメリカの国際関与を抑制すべきとするリストレーナー（抑制主義者）

の立場を取る研究者であり、『フォーリン・アフェアーズ』誌などで数多くの共著論文を発表してき

たが、単著で執筆した本稿ではより自身の意見が明確になっている。カヴァナ氏は、台湾防衛は米

中で戦争を行うほどの価値を持たないと結論づけ、今こそ米中間で新たなディールが必要だと訴え

る。その中で、アメリカは台湾の独立を支持せず、台湾当局者との接触制限を再強化し、中国を刺

激するあらゆる軍事的措置——台湾に滞在する米軍訓練要員や地域に配備されている防衛システ

ムなど——を撤去すべきだと主張する。一方で中国には、台湾への軍事攻撃の意図や統一のタイム

ラインがないことを明言し、サイバー攻撃や軍事的・経済的威圧を減らすことを約束させるべきだ

と提案した。 

しかしこの論考は、中国の威圧行為が近年激化している現実を全く踏まえていないだけでなく、

米中間で台湾海峡の現状維持のために保持してきた長年の「ディール」が近年機能しなくなってき

た歴史的経緯を無視している点で、多くの専門家から批判を浴びたのは不思議ではない。たとえば、

ジェームズタウン財団理事長で元 CIAの中国専門家ピーター・マティス (Peter Mattis)氏は、自身の
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SNSでカヴァナ氏の論考を取り上げ、アメリカの台湾海峡政策の記述に誤りがあるだけでなく、中

国側ではなく台湾側を現状変更を試みる挑発者と描いていることを批判した。さらにマティス氏は、

習近平氏率いる中国が南シナ海の軍事化や第一次トランプ政権下に行われた貿易交渉をめぐって

合意を繰り返し骨抜きにしてきた経緯に触れ、交渉相手として信頼に値しないと指摘する5。 

興味深いのは、こうした関与抑制論に対して、関与派が従来のような反論をあまり示さなくなっ

ている点である。かつては台湾防衛の意義を、歴史的・地政学的・倫理的・象徴的観点から説明す

る論考が多く見られたが、最近の論壇ではそうしたナラティブはあまりみられない。その理由はい

くつか考えられる。一つは、第一次トランプ政権期を通じて、アメリカにとっての台湾防衛の意義

や、従来の台湾海峡政策の複雑性についての議論が出尽くしたことにあるだろう6。超党派での対中

警戒感が高まり、専門家の間でも台湾への軍事的脅威が従来にない水準に達していると認識される

今、改めて「なぜ台湾を守るのか」を一から説く必要は薄れているのかもしれない。 

また、現在トランプ政権は、エルブリッジ・コルビー（Elbridge Colby）国防次官を中心に、台湾

に対して防衛力強化の圧力を強めている。台湾防衛に積極的なメッセージを発信することはそうし

た現政権の取り組みに水を差すことにもなりうるため、控える風潮があるのかもしれない。実際、

頼政権は来年の防衛費を GDP比で 3.32 ％に増額する旨をすでに発表しており、現在議会に大規模

な特別防衛予算案を提出している。第一次トランプ政権で国防次官補（インド太平洋安全保障担当）

を務めたランドール・シュライバー（Randall Schriver）氏によれば、この案が議会を通過し次第、

第二次トランプ政権による台湾への武器供与も承認されるという見方が強い7。  

もう一つの理由として、台湾防衛の意義を伝統的な価値や地政学的に語ること自体が、今のワシ

ントンにおいて響かなくなっている可能性がある。その兆候は、9 月 12 日に台湾の邱垂正（Chiu 

Chui-cheng）大陸委員会部長がワシントン D.C.の共和党系シンクタンク・ハドソン研究所で行った

講演への反応からも見て取れる8。邱氏は、台湾が直面する中国の脅威を訴え、アメリカの継続的な

支持を求めた。その際、バイデン政権が掲げてきた「民主主義対権威主義」という枠組みや、冷戦

初期に頻繁に用いられた「ドミノ理論」に言及し、台湾が軍事的に攻撃、制圧されれば地域秩序が

連鎖的に崩れ、アメリカの安全保障も脅かされると述べた9。 

しかしブルッキングス研究所のライアン・ハース(Ryan Hass)上級研究員は『Taipei Times』への寄

稿で、この演説は、現在のワシントンでは的外れなメッセージを送ったと指摘する。ドミノ理論は、

ベトナム戦争への介入やその泥沼化の記憶と結びつき、アメリカ国内では負のイメージを帯びてい

るだけではなく、民主主義対権威主義という価値軸も、トランプ政権の耳には響かない。ハース氏

は、台湾が対米投資などを通してアメリカにとって実質的な利益をもたらす、良い取引相手になる

姿勢を示すことが重要だと警告した10。こうしたやりとりからも、現在のワシントンでは、伝統的

な価値や理念ではもはや台湾防衛の意義を正当化できなくなってきている状況がみてとれる。 

こうした変化は日本にとっても他人事ではない。岸田文雄元首相は、今年 4月の『日本経済新聞』

によるインタビューで、トランプ政権と交渉をする際は、アメリカの損得勘定に訴えかけなければ

いけないと述べた11。おそらく日本の政策当局者はこの現実を十分に理解しており、すでに関税交

渉などでその姿勢を実践しているだろう。しかし、第二次トランプ政権下での変化を飲み込みきれ

ていない友好国があるのであれば、こうした対応の必要性や方法を共有する必要がある。 

一方、こうしたトレンドに過剰適応することも危険である。抑制主義者以外の言論人や一般のア

メリカ国民にとって伝統的な価値や理念が完全に意味を失ったわけではなく、依然としてアメリカ
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外交の伝統的な価値に訴える余地はある。政治・言論空間が分断されるアメリカ政府・国民を相手

にする各国政府は、オーディエンスに応じて語り方を慎重に変える必要がある。その柔軟なナラテ

ィブの運用こそが、今後の同盟外交においては鍵となるだろう。 
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